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３．車線別にみた最大全熱流束 

各観測点における全熱流束について、出火からの

経過時刻別にそれぞれ最大となる値を車線ごとに示

したものが図-3である。 

火災域近傍の車線ほど高くなり、西歩道では最大

76.4kW/m2となった。人体に影響があると考えられ

る2.38kW/m2を超える全熱流束となる最初の時間

は、西歩道で42分後、東歩道で47分後であった。ま

た、出火後551分後から586分後までの36分間は全て

の車線で2.38kW/m2以下となるが、その後再び上昇

している。 

 

 
図-3 車線別・経過時刻別の最大全熱流束 

 

４．道路空間上での活動に対する影響 

道路上での活動が火災時でも可能かを簡易に検討

するため、出火からの経過時刻別に全熱流束の分布

を示したものが図-4である。 

幹線道路付近まで火災域が拡大した後は、円弧状

に延焼し、全熱流束が2.38kW/m2を超える箇所は途中

から2箇所に分岐しながら移動していく。 

沿道建物だけでなく、その背後も耐火建築物が比

較的多い箇所付近では全熱流束は小さくなり、一時

的ではあるものの全車線において全熱流束が

2.38kW/m2以下となる時もある（図-3(d)）。しかしな

がらさらに火災が拡大すると、再び道路上での全熱

流束は上昇し、道路上での活動に支障が再び生じる

ようになる。 

市街地の状況や風速・風向によっては、この一時

的に活動に支障がない時間帯が短くなることも想定

されることから、一時的に火災の影響を受けない時

間帯での活動は行わないことが望まれる。 

 
 (a)60分後 (b)180分後 (c)360分後 
 

 
 (d)570分後 (e)600分後 (f)720分後 
 

※道路空間の緑色は全熱流束2.38kw/m2以下、赤色は2.38kw/m2超 

※建物の赤色は当該時点で燃焼中のもの 
 

図-4 出火からの経過時刻別にみた全熱流束の分布 

 

５．おわりに 

今後は、その場にとどまった時の火災の影響では

なく、全熱流束の累積や通行速度を考慮しながら、

道路上を移動する際の影響についても検討する予定

である。また、出火点の位置や風速の違いにより、

道路上で活動出来なくなる時間の変化についても検

討してく予定である。 

謝辞 本研究で用いた「東京都都市計画地理情報シ

ステムデータ」の利用に際し、東京都より利用許可

を頂いた。ここに記して感謝の意を表す。 
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１．はじめに 

現在、高度経済成長期に整備された社会インフラ

の劣化が進行し、老朽化した施設が急増しているこ

とが社会問題化している。これは港湾においても例

外ではなく、1960年代以降に集中整備された港湾施

設の維持管理が深刻な課題となっている。また、港

湾には、防波堤、岸壁などの施設が陸域・海域の両

方に存在し、延長の長い施設では数kmに及ぶものが

あるなど、維持管理のための点検は大きな労力が必

要となる。さらに、港湾の施設は主として海洋環境

下に設置されるため、他の土木構造物と比較して厳

しい環境にさらされているといえる。このような状

況で、人的資源・財源が限られる中、港湾管理者や

民間事業者による港湾施設のより効率的かつ的確な

維持管理の実施が求められている。 

一方、建設業界では、点検に係る人手不足等の解

消のため、UAV（無人航空機）の導入に関する検討が

進められている。すでに橋梁点検の分野では専用の

UAVも登場し、さらなる技術の発展が見込まれている。 

そこで沿岸防災研究室では、港湾管理者等のイン

フラ維持管理の効率化を図るため、UAVが撮影した画

像データを元に３Ｄ・４Ｄ化された港湾施設の維持

管理データとAI（人工知能）による点検・診断を行

うシステムを開発している。 

 

２．港湾域におけるUAVを活用した施設点検の課題 

港湾域におけるUAVによる施設の点検の実現には、

幾つかの課題がある。 

まず、UAV操縦者とUAVの機体は、電波通信により

制御命令や画像情報を交換するが、港湾域に存在す

るガントリークレーン等の鋼構造物や、停泊してい

る船舶が通信の障害となる場合がある。 

また、本研究においては、空中写真測量により施

設の３次元点群データ（施設の表面の三次元座標を

持った点のデータ。以下、「点群データ」という。）

を取得している。UAVを施設の点検に用いる利点とし

て、施設等の写真撮影だけでなく、位置座標を持っ

た点群データを取得し、３次元モデルを作成するこ

とで、段差等の変状を捉えることが出来ることが挙

げられる。対象物に対して撮影範囲をラップ（重複）

させながら大量に撮影し、様々な角度で撮影した写

真からSfM（Structure from Motion）技術によって

特徴的な部分（特徴点）を抽出することで、点群デ

ータを取得する。しかし、港湾域では絶えず動く海

面の特徴点抽出がうまくいかず、点群データの精度

が低下するという課題がある。これは撮影画像から

海面にあたる部分を除去することで解決できるが、

人力で除去することは多大な労力がかかる。 

 

３．点検・診断システムの概要 

このように、港湾域でUAVを運用して施設点検を実

施するためには多くの課題がある。そこで当研究室

では、UAVとAIを組み合わせることでこれらを解決し、

港湾施設の効率的な維持管理を実現するための「３

Ｄ・４Ｄデータによる点検・診断システム」（以下、

「点検・診断システム」）を開発している。 

本研究では、長距離及び遮蔽物がある環境でも安

定してUAVと通信し、リアルタイムに撮影画像を確認

するため、中継UAV等によるマルチホップ通信によっ

て電波通信を行う、遠隔地画像伝送技術を開発して
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いる。マルチホップ通信とは、複数の無線端末がそ

れぞれの隣接する無線端末を経由して、データを伝

送していく、バケツリレーのような通信方法・技術

である。この技術を用いると、操縦者とUAVの間に船

体等の遮蔽物やガントリークレーン等の干渉物があ

った場合でも、それらを避けて電波の伝搬経路をつ

くることができる（図-1）。 

図-1 遠隔地画像伝送技術 

 

また、本システムでは、AIを用いて作業の一部を

自動化することで、点検作業の効率化を目指してい

る。AIによって撮影画像から海面にあたる部分を自

動で除去（海面ノイズ処理）して点群データの精度

向上を図るほか、撮影画像から施設変状を抽出する

（施設変状抽出）過程を自動化することで作業員が

画像を確認する手間を省き、負担を大きく減らすこ

とができる（図-2）。 

図-2 点検・診断システム概要 

 

４．開発状況 

本研究は2018（平成30）年度から実施している。 

遠隔地画像伝送技術の開発に関して、港湾域にお

いてドローンを活用した事例が少なかったため、

2018年度には港湾における電波環境の測定等を行っ

た。その結果、試験を行った港湾では、本システム

で使用を想定している電波の帯域（5.7GHz帯）は特

に混雑していないことが確認された。また、2019年

度には、無線モジュールの製作に加え、マルチホッ

プ通信による画像伝送の試験を行う。 

 点検・診断システムについては、2019年度に全体

システムを作成するとともに、海面ノイズ処理、施

設変状抽出のサブシステムを開発する。海面ノイズ

処理については、2018年度は２港でAIに学習させる

ための教師データを取得し、機械学習のモデルを作

成した。作成したモデルでの海面特定の精度は97%で

あった（図-3）。2019年度は、海面の透明度の条件

が異なる港で試験を行って教師データを取得し、モ

デルの改良を行う。また、施設変状抽出については、

2018年度はひび割れ抽出の検討・モデル作成を先行

して行い、ひび割れ抽出の精度は90%以上であった

（図-4）。2019年度には、段差・目地の開き・欠損

等、ひび割れ以外の施設変状についても検討を行い、

施設変状抽出の適用範囲を拡大させる。 

図-3 海面ノイズ処理結果 

図-4 ひび割れ抽出結果 

 

５．今後の開発予定 

2020年度は、遠隔地画像伝送技術については複数

経路の切り替えを含むマルチホップ通信の開発を行

い、遠隔地画像伝送システムを構築する。点検・診

断システムについては、全体システムの改良等を行

うとともに、モデル港湾での実証実験を行う。 
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操縦者から撮影UAVまでの直接経路では電波が切れるか、減衰する

散乱・干渉
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中継UAVや高所中継固定局で広帯域中継を行う
（伝搬特性解析により、中継の位置等を選定する）
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